
R6-No.1

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

1 琉球政府関係文書デジタル・アーカイブ事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｱ-⑤

歴史資料の保存・編集・活用

担当部課名
Ⅲ－３－（３）

事業内容
県民等が琉球政府関係文書に対する理解を深めるため、琉球政府関係の紙文書・資料（劣化の激しい資料は、デジタル化の前に修
復）をデジタル化し、ホームページで公開する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

総務部　総務私学課
事業実施

（予定）年度
H25～R13 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

103,773

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 ▲ 2,005

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 116,864 112,829 105,778

(b)予算現額 116,864

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越）

112,829

Ａ．計(b+d) 116,864 0 112,829 0

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 93,304 89,672 83,018

103,773

Ｂ．執行済額 116,630 112,090 103,773

執行率（％）(B/A) 99.8% 99.3% 100.0%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

予算の状況の説明 ・執行率は100％であり、計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

デジタル・データの作成

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 12,000簿冊 3,000簿冊 2,500簿冊 2,000簿冊

実　績 12,049簿冊 3,006簿冊 2,792簿冊 2,211簿冊

5,923簿冊

インターネット公開
目　標 28,272簿冊 4,000簿冊 4,000簿冊 4,000簿冊

実　績 38,760簿冊 6,214簿冊

個人情報の確認・マスキング
目　標 27,236簿冊 5,500簿冊 5,500簿冊 5,500簿冊

実　績 37,663簿冊 6,579簿冊 5,909簿冊

6,134簿冊 5,923簿冊

進
捗
状
況
説
明

・デジタル・データの作成については、事業の進捗状況を毎月確認し調整することで、目標値を達成した。
・簿冊に含まれる個人情報の確認及びマスキング処理については、過年度にデジタル化を実施していた分も含めて実施し、目
標値を達成した。
・インターネット公開については、今年度に個人情報の確認等を行った全ての文書を公開し、目標を上回る実績をあげることが
できた。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R6成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R4年度 R5年度

②琉球政府文書に対する理解が深まったか
（80%以上）を含め、当該事業のあり方をアン
ケートで検証する

目　標 80% 80%

R6年度
目標値

（○○年度）

①公開したホームページの年間アクセス数
目　標 43,000ｱｸｾｽ 45,000ｱｸｾｽ 46,000ｱｸｾｽ

実　績

80%

実　績 79% 100% 92%

47,029ｱｸｾｽ 49,496ｱｸｾｽ 48,754ｱｸｾｽ

達
成
状
況
説
明

①アクセス数は目標を上回る実績を達成。公開資料の充実、広報活動の継続が増加傾向の要因と思われる。

②アンケートは概ね高評価が得られており、今後も利用者の声を参考に利用しやすさを追求していく。



R6-No.1

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

   沖縄の日本復帰から50年以上経過し、沖縄が米国統治下にあった時
代の貴重な公的記録が散逸するリスクも高まっていることから、対応を検
討する必要がある。

　県の各課で保管している復帰前の公文書や、当時の行政の歩みを
補完する資料など、歴史的に価値のある未所蔵の公文書等の調査収
集に取り組み、公開資料を充実させていく必要がある。

今後の取り組み方針

　 戦後の米国統治下で作成された琉球政府時代の公文書等について、県各課を中心に訪問調査を行い積極的に公文書館への移管を働きかけてい
くとともに、それらの文書等のデジタルアーカイブを充実させていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

103,773 103,773 83,018 20,755 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、一般競争入札など事業の内容に
よって選定したため、妥当であったと考える。

○費目・使途については、事業報告書等を検査し、適
正である事を確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

103,773千円

委託料
103,773千円

劣化資料の修復

委託料
4,805千円

事務費、事業費
28,195千円

紙修復保存工房
4,805千円

デジタル化業務

（株）Nansei
33,000千円

（公財）沖縄県文化振興会
15,774千円

劣化資料のデジタル化
及び修復業務

公開データ作成、インター
ネット公開業務

（公財）沖縄県文化振興会
54,999千円



R6-No.2

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

2 在米沖縄関係資料収集公開事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｱ-⑤

歴史資料の保存・編集・活用

担当部課名
Ⅲ－３－（３）

事業内容
県民等が沖縄戦及び米国統治時代等の沖縄関係資料に対する理解を深めるため、米国国立公文書館に所蔵されている沖縄関係の
資料（写真や動画を含む）を収集し、翻訳・整理を行い、県民等の利用に供する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

総務部　総務私学課
事業実施

（予定）年度
H29～R9 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

11,935

(c)増減額(b-a) ▲ 5,773 0 0 0 ▲ 73

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 13,970 12,008 12,008

(b)予算現額 8,197

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越）

12,008

Ａ．計(b+d) 8,197 0 12,008 0

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 5,385 9,550 9,548

11,935

Ｂ．執行済額 6,732 11,937 11,935

執行率（％）(B/A) 82.1% 99.4% 100.0%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

予算の状況の説明
・令和６年度は、早期に情報収集を行い、米国国立公文書館での写真収集及び、現地業者への委託が必要
な空中写真及び動画の収集を実施した。これにより、執行率100％を達成した。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

対象資料（写真や動画を含む）の収集、資料
の翻訳、目録整理の実施

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 収集、整理する 1,200点 3,205点 3,205点

実　績 0点 1,678点 3,483点 3,442点

3,442点
収集資料のインターネット公開

目　標 一部公開する 1,140点 3,046点 3,045点

実　績 公開検証した 1,678点 3,483点

進
捗
状
況
説
明

・新型コロナウイルス感染症拡大により米国国立公文書館が利用できず資料が収集できなかった期間（Ｒ２～Ｒ３）の遅れを取
り戻すため、令和５年度に引き続き令和６年度も高い目標値を設定し、目標を上回る実績を上げることができた。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R6成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R4年度 R5年度

②在米沖縄関係資料に対する理解
※

※サイト利用者アンケートの満足度

目　標 80% 80%

R6年度
目標値

（○○年度）

①閲覧された資料数（pv
※

）
*資料掲載ページﾞの閲覧回数

目　標 250,000pv 275,000pv 302,500pv

実　績

80%

実　績 82% 38% 88%

1,267,133pv 532,678pv 1,042,000pv

達
成
状
況
説
明

①資料の閲覧回数については、目標を大きく上回る実績を達成している。
②これまでの利用者の声を踏まえ、R5年度末に公開システムの性能向上を図ったこともあり、サイト利用者の満足度が向上
傾向にある。



R6-No.2

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①写真・動画の収集のため、米国国立公文書館の利用状況や利用環境
の確認を行う等、情報収集・共有を徹底し、利用状況に応じた対応策につ
いて、引続き県、事業受託者において協力体制を構築していく必要があ
る。

②資料の公開に関しては、利用拡大に繋げるため、県民等への効果的な
周知内容等の検討とその実施に取り組む必要がある。

①米国国立公文書館の利用状況を踏まえ、適切な時期に資料収集を
実施できるよう事業計画を策定し、事業の早期着手に取り組む。

②収集した写真や動画を用いた効果的な周知方法を検討する。

今後の取り組み方針

①米国国立公文書館の利用状況に加え、同館指定の事業者に委託が必要な空中写真及び動画の収集について、県及び受託事業者で情報を共有
し、適切な時期に業務を実施できるよう、協力体制の構築を図る。

②事業で収集した写真や空中写真を用いた広報誌、パネル展及び動画上映会等の利用促進活動を行う。また、当事業に対する利用者満足度を把握
し、サービス改善につなげていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

11,935 11,935 9,548 2,387 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、一般競争入札など事業の内容に
よって選定したため、妥当であったと考える。

○費目・使途については、事業報告書等を検査し、適
正である事を確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

11,935千円

委託料
11,935千円

沖縄関係資料の収集、
リストの作成、画像デー
タの編集

（公財）沖縄県文化振興会
6,512千円

（公財）沖縄県文化振興会
5,423千円

写真データの検査・保存、
目録データの翻訳・整理、
ネット公開と利用促進業務

AAA Reseｒｃh,LLC
989千円

Colorlab Corp.
1,966千円

空中写真のデジタル化

動画のデジタル化

委託料
2,955千円

事務費、事業費
3,557千円



45.2％

達
成
状
況
説
明

・講師養成講座の修了者は目標75名に対し、56名の修了者（合格者）で75%の達成率である。
・イベント参加者数は、目標1,670に対し、実績は1,845人（しまくとぅば関連イベントの来場者含む）で110%の達成率である。

【R７　成果目標】
しまくとぅばを挨拶程度以上話せる人の割合

目　標

1,670人

実　績 687人 1,340人 1,845人

42名 51名 56名

目標値
（７年度）

講師養成講座実施回数講座の修了者
目　標 - 75名 75名 50名

実　績

・講師養成講座の実施回数（コマ数）目標60回に対し、実績58回と97％の達成率である。
・県民大会は、９月に第一部、２月に第二部を実施し、活動目標を達成した。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R6成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R4年度 R5年度 R6年度

県民大会（功労者表彰）、普及イベントの実施
目　標 - - ２回 ２回

実　績 1回 ２回 ２回

イベント参加者数
目　標 1,000人 1,670人 1,670人

予算の状況の説明 ・執行率は95.8%であり、不用は主に委託料、補助金の執行残のほか、事務費（旅費、需用費等）の執行残。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

講師養成講座実施回数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 - - 60回 60回

実　績 65回 58回 51回 58回

２回

進
捗
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 88.5% 97.1% 95.8%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0

うち交付金充当額 49,572 57,649 56,858

74,197

Ｂ．執行済額 61,974 72,062 71,073

Ａ．計(b+d) 70,032 0 74,197 0

(d)前年度繰越額

74,197

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 70,032 74,197 74,197

(b)予算現額 70,032

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越）

74,197

事業内容

しまくとぅばの普及・継承を図るため、以下の取組を実施する。
・普及センターの運営、人材養成講座の実施、民間への補助、読本の配布など、各地への普及促進の取組みを行う。
・普及推進委員会、県民意識調査により取組みの効果検証を行う。
・県民大会（功労者表彰）、普及イベント開催等の気運醸成の取組みを行う。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（R6年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

文化観光スポーツ部　文化振興課
事業実施

（予定）年度
H26～R13 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R6-No.157

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

157 しまくとぅば普及継承事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｱ-①

各地域におけるしまくとぅばの保
存・普及・継承の促進

担当部課名
Ⅲ－３－（2）



○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託先及び補助事業者については、実績やノウハ
ウなどを勘案した上で選定しており、妥当であった。
・補助事業については、ＮＰＯ法人などが主な補助先
であるが、補助率は8割で2割は自己負担としており負
担関係は妥当であると考えられる。
・委託額や補助額を確認するときには、事業目的達成
の観点から、必要な経費だったかなどを検査した結
果、適正だったと認められた。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

3,263

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

74,336 71,073 56,858 14,215 0 0

今後の取り組み方針

人材養成等の取組やしまくとぅばの普及に取り組む団体への支援を実施するなど、普及に向けた取組を引き続き行っていくとともに、令和６年度から新
たにスタートさせた「しまくとぅば」の学習コンテンツである「Eラーニング」をさらに充実させ、「しまくとぅば」の使用頻度向上を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R6-No.157

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

令和６年度の「しまくとぅば県民意識調査」によると、「しまくとぅばを挨拶程
度以上使う」人の割合は45.2%であり、昨年度の36.8%から増加しており、
本事業の取組みの効果が一定程度生じていると考えられる。

しまくとぅば普及の中核的機能を担う「しまくとぅば普及センター」を中心
に講師養成講座の開催や、同講座で養成された講師の派遣事業の強
化のほか、しまくとぅば検定など、地域に密着・連携した取組みに重点
化するとともに、関係機関や関係団体と連携を図りながら、しまくとぅば
を聞く機会や話す機会の創出に取り組む。

沖縄県

交付対象
事業費

71,073千円

委託料
63,119千円

補助金
7,393
千円

沖縄県文化協会
44,402千円

株式会社沖縄広告
9,950千円

株式会社サーベイリサーチセンター
沖縄事務所 4,950千円

株式会社ラジオ沖縄 832千円

しまくとぅばプロジェクト 953千円

NPO法人たのしい教育研究所 1,000千円

ハンズオンNPO 952千円

NPO法人沖縄県沖縄語普及協議会 849千円

浦添市古典芸能琉球舞踊協会 1,000千円

Kiua Hula Studio 997千円

みゃーくふつの会 810千円

しまくとぅばイベント開催等事業委託

業務

しまくとぅば普及センター事業委託業

務

しまくとぅば県民意識調査委託業務

株式会社サーベイリサーチセンター
沖縄事務所 3,817千円

しまくとぅば教育に関する検討委員会

運営等支援委託業務

受益者負担分
（交付対象外経費）

3,263千円事務費 561千円 報償費、旅費

・講師派遣

・沖縄語教育講座等

・農業を通したワークショッ

プ

・鼎談、講座、討論会等

・親子向けワークショップ等

・小中向け琉歌指導等

・しまくとぅばオリジナルソング

の作成、普及

・みゃーくふつ祭の開催

・新唄大賞のの開催



R6-No.160

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

160 しまくとぅばアーカイブ事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｱ-①

各地域におけるしまくとぅばの保
存・普及・継承の促進

担当部課名
Ⅲ－３－（2）

事業内容

沖縄県内において、各地域のしまくとぅばを調査・収集し、また音声・映像の収録及び教材作成により、しまくとぅばの保存に繋げる。
(1)各地域ごとの文法的事項が織り込まれた文法調査票の収集
(2)文法調査票と連動した教材の作成
(3)教科書に掲載されている歌、文学的文章の収録
(4)自然談話の収録
(5)各題材の公開（前年度実施分）

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（令和７年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

文化観光スポーツ部　文化振興課
事業実施

（予定）年度
R4～R8 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

22,232

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 22,500 22,232 22,232

(b)予算現額 22,500

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越）

22,232

Ａ．計(b+d) 22,500 0 22,232 0

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 9,911 13,196 16,289

22,232

Ｂ．執行済額 12,389 16,496 20,361

執行率（％）(B/A) 55.1% 74.2% 91.6%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

予算の状況の説明 執行率は91.6%であり、不用額は旅費、使用料及び賃借料の執行残による。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

文法調査票の収集

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 44地域 44地域 44地域

実　績 44地域 44地域×２種 44地域×２種

文法調査票と連動した教材ひな形（小学校中
学年）の作成

目　標 1セット 1セット 1セット

実　績 1セット 1セット 1セット

50地域、50地域

自然談話の収録
目　標 2話 ２話 ２話

実　績 2話

教科書掲載の歌、文学的文章の収録
目　標 49地域、49地域 49地域、49地域 50地域、50地域

実　績 50地域、50地域 50地域、50地域

２話 ２話
進

捗

状

況

説

明

文法調査票の収集数、教科書掲載の曲数等の成果について、目標のとおり達成している。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R6成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R4年度 R5年度

文法調査票と連動した教材ひな形（小学校高
学年）の作成

目　標 1セット １セット

R6年度 目標値
（８年度累計）

文法調査票の収集
目　標 44地域 44地域×２種 44地域×２種 264地域

実　績

１セット 4セット

実　績 1セット １セット １セット

44地域 44地域×２種 44地域×２種

200地域

実　績 50地域 50地域 50地域
教科書掲載の歌、文学的文章の収録

目　標 49地域 49地域 50地域

達

成

状

況

説

明

文法調査票の収集数、教科書掲載の曲数等の成果について、目標のとおり達成している。

6話

実　績 2話 2話 2話 6話
自然談話の収録

目　標 2話 2話 2話



R6-No.160

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　文法調査票の収集数、教科書掲載の曲数等、仕様で求めている成果
は、目標のとおり達成しているが、調査対象地域については、予定してい
た地域の話者が高齢で対応が困難であることが、事業を進める上で明ら
かになったことにより、一部地域を変更している地点もある。
　また、本事業で取り扱う教科書掲載の曲や文学的文章については、著
作権の関係や条件調整に時間を要した。

　調査対象地域の実態を早期に把握し、目標数の達成を確実に見込
めるように推進していく。
　また、曲や文学的文章に関しては、選定前の候補段階で迅速に著作
権者への打診を行い、将来的な活用にも影響が出ないよう、プロセス
の改善が必要である。

今後の取り組み方針

　しまくとぅばアーカイブについては、文法調査法や収録する歌、文学的文章のしまくとぅばへの文法的な精査も含めた自然談話の文字化等、言語学
的な専門知識が求められることに加え、話者が減少しつつある現状では、地域との信頼関係に基づく早期の調査が求められる。さらに、教科書掲載の
曲や文学的文章に関しては、著作権の確認や条件調整に時間を要する場合があるため、選定前の候補段階で迅速かつ適切に著作権者への打診を
行い、スムーズな活用が可能となるような体制を整える必要がある。

今後においても、調査を進める上で、収集予定地域の変更等が必要となってくる場合も想定される。そのため、県、受託先の琉球大学、調査対象地域
の話者が連携し、調査の円滑な推進に向けた連携体制を一層強化するとともに、調査の進行状況や課題に柔軟に対応できる仕組みを構築する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

20,361 20,361 16,289 4,072 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託先については、実績やノウハウなどを勘案して
選定しており、妥当であった。
○委託額を確認するときには、事業目的達成の観点
から、必要な経費であったかなどを検査した結果、適
正であったと認められた。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

沖縄県

交付対象
事業費

20,361千円

委託料
20,361千円

琉球大学
20,361千円

しまくとぅばアーカイブの作成

・文法調査票の収集

・教材ひな型の作成

・教科書掲載の歌、文学的文章の

収録



達
成
状
況
説
明

・琉球料理伝承人について、新たな担い手として15人認証するとともに、琉球料理伝承人延べ154人に対し知識及び技能向上
を図るフォローアップ講座を実施し、目標を達成した。
・出前講座モデル事業について、食関連事業者向けの出前講座の受講者が少なかったことから、目標を達成できなかった。
・食文化HPページビューについて、５万件の目標に対し、約12万８千件となっており、目標を達成した。
・琉球料理が味わえる店の認証について、今年度30件の認証を行い、目標を達成した。

実　績 12件 30件
・琉球料理が味わえる店認証

目　標 30件 30件

成果目標
（指標）

及び達成状況

実　績 81,183件/年 103,874件/年 128,084件/年
・食文化HPページビュー50,000件/年

目　標 50,000件/年 50,000件/年 50,000件/年

実　績 145人 347人 94人
・出前講座モデル事業目標参加人数100 人

目　標 100人 100人 100人

実　績 175人 169人

R5年度 R6年度
目標値

（○○年度）

琉球料理が味わえる店認証
目　標 １回 １回

実　績

・琉球料理伝承人等育成又はフォローアップ
70人

目　標 70人 70人

２回 ３回

進
捗
状
況
説
明

・琉球料理担い手育成講座を１回、琉球料理伝承人フォローアップ講座を３回開催し、目標を達成した。
・出前講座モデル事業について、県内外の地域住民、食関連事業者、修学旅行関係者及び学校関係者向けに各１回、合計５
回実施し、目標を達成した。
・WEBサイト等で沖縄の伝統的な食文化についての情報発信を行い、目標を達成した。
・琉球料理が味わえる店の認証審査会を３回開催し、目標を達成した。

R6成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R4年度

目　標 情報発信を行う 情報発信を行う

実　績

出前講座モデル事業
目　標 ５件 ５件 ５件

実　績 ５件 ５件

情報発信を行った 情報発信を行った

予算の状況の説明 執行率93.1％であり、主に委託料の実績減によるものである。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

琉球料理伝承人等の育成又はフォローアップ
講座開催

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 １回／年 １回／年

実　績 ３回／年 ４回／年

５件

WEB等による情報発信

執行率（％）(B/A) 91.9% 93.8% 93.1%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0

うち交付金充当額 15,629 15,750 13,658

18,348

Ｂ．執行済額 19,537 19,688 17,073

Ａ．計(b+d) 21,250 0 20,997 0

(d)前年度繰越額

18,348

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 21,250 20,997 18,348

(b)予算現額 21,250

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越）

20,997

事業内容
沖縄の伝統的な食文化の保存・普及・継承を図り次世代へ継承するとともに観光資源としての活用に繋げ、県民がその価値を再認識
し、一体となって受け継いでいく気運醸成を図る取り組みを行う。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

文化観光スポーツ部　文化振興課
事業実施

（予定）年度
R4～R8 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R6-No.161

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

161 沖縄食文化保存普及継承事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｱ-③

伝統文化の保存・継承・発展

担当部課名
Ⅲ-3-(2)



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○支出先の選定方法は、特命随契及び企画提案プロ
ポーザル等、委託内容毎に適当な選定方法により選
定し、いずれも妥当であった。

○費目・使途については、額の確定時に必要な経費
であったか支出等に関する書類により確認しており、
適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

17,073 17,073 13,658 3,415 0 0

今後の取り組み方針

沖縄の伝統的な食文化について、フォローアップ講座等を通じ琉球料理伝承人の活動を促進することに加え、WEBサイトやSNS等様々な媒体を活用
し情報発信に取り組み、これまで以上にPR活動に尽力する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R6-No.161

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・沖縄の伝統的な食文化は若い世代を中心とした伝統料理離れが進み
失われつつある中、沖縄の伝統的な食文化に関する認知度は以前低い
ままとなっている。
・出前講座の受講者を増やすため、受講対象者や周知方法を検討する
必要がある。

・若い世代を含む県民、観光客に向けて沖縄の伝統的な食文化につ
いて普及促進を図り、認知度向上へ繋げる必要がある。
・親子向け等新たな受講対象者の設定や、SNSによる情報発信等受
講対象者に合わせた周知を行う。

沖縄県

交付対象事業費
17,073千円

事務費 524千円 役務費、旅費

丸正印刷株式会社
264千円

WEBサイト保守管理業務委
託

委託料
16,549千円 一般社団法人

琉球料理保存協会
7,679千円

琉球料理伝承人の育成、
フォローアップ及び出前講座
モデル事業実施等にかかる
業務委託

沖縄食文化店舗認証制度・普
及啓発事業共同企業体

・（株）JTB沖縄
・光文堂コミュニケーションズ
（株）

8,063千円

店舗認証制度及び琉球料
理のPR等にかかる業務委
託

丸正印刷株式会社
543千円 WEBサイト改修業務委託



達
成
状
況
説
明

・監修者会議等による有識者からの意見等を反映して、科学分析、原材料調達を行い、それらから分かった成果の発信を行
い、目標を達成した。

【R１３成果目標】
展覧会実施

目　標 展覧会延べ２回

【R１０成果目標】
復元資料完成及び展覧会実施

目　標
復元資料延べ

35点
展覧会１回

１回

実　績 － － ４回 －

－ － 35点 －

進
捗
状
況
説
明

・監修者会議等による有識者からの意見等を反映して、科学分析、原材料調達、試作及びそれらから分かった成果の発信を
行い、目標を達成した。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R6成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R4年度 R5年度

・科学分析等で得られた知見の発信
目　標 － －

R6年度
目標値

（R７年度）

・模造復元の本製作に必要な科学的根拠、原
材料の確保（延べ35点）

目　標 － － 35点 35点

実　績

１回

予算の状況の説明 執行率は96.8％であり、概ね計画的に執行できた。主に委託料の入札残が発生した。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

科学分析、原材料調達、試作及びそれらから
分かった成果の発信（延べ35点）

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 － － － 35点

実　績 － － － 35点

執行率（％）(B/A) 91.7% 99.0% 96.8%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 11,841 14,537 59,096

76,340

Ｂ．執行済額 14,802 18,173 73,870

Ａ．計(b+d) 16,144 0 18,352 0

(d)前年度繰越額

76,340

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 16,144 18,352 76,340

(b)予算現額 16,144

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越）

18,352

事業内容 模造復元品を製作するための調査研究、科学分析、原材料調達、試作、成果発信等

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（10～13年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

文化観光スポーツ部　文化振興課（博物
館・美術館）

事業実施
（予定）年度

H27～R13 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

R6-No.162

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

162 琉球王国文化遺産集積・再興事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｱ-④

文化財の保存・活用

担当部課名
Ⅲ-3-⑶



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○３度のプロポーザルが不調に終わったため、復元
製作・発信業務は昨年度までの業者に随意契約で依
頼することになった。

○プロポーザル不調を受けて別事業として立てた会
議運営については、一般競争入札で事業者を選定
し、妥当であったと考える。

〇科学分析に係る委託業者は、県内では当該事業者
しか担えない業務であることから、妥当であったと考え
る。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

73,870 73,870 59,096 14,774 0 0

今後の取り組み方針

・令和６年度に得られた科学分析データや材料、試作をもとに、令和７年度はさらなる試作を行いそれらの検証を行う。また、検証結果を受け、必要に
応じて再度の試作を行う。十分な検証結果を得たのち、本製作の工程を進める。あわせて、復元工程で得られた新知見の発信を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R6-No.162

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・絵画、木彫、石彫、漆芸、陶芸、染織、金工、楽器の８分野において、琉
球王国文化の体系化を図るための科学分析や材料調達、試作を行った
結果、本製作に向けたさらなる試作を行い、試作した資料の科学分析等
を行うことで原資料との比較を行う必要があることが明確化した。

・模造復元に関して、昨今の社会情勢の変化による原材料の枯渇や高騰
に留意した原材料の確保が必要である。

・模造復元の製作工程等を広く紹介するためのSNS等を立ち上げを行っ
たので、本事業で特に重点を置いたターゲット層に本事業を伝えられるた
めのコンテンツ作りを行う必要がある。

・調達した材料をもとに試作を継続し、試作した資料の科学分析等を
行うことで、原資料との科学的数値等に齟齬がないか等の確認を行
う。

・試作した資料と原資料の科学分析結果等に齟齬がないことを確認
し、本製作の工程に進めるように努める。

・試作の様子や科学分析の結果、本製作に向けた取り組みなどを広く
紹介するため、SNS等に投稿するコンテンツの充実に努める。

沖縄県

交付対象
事業費

73,870千円

事務費

1,755千円

（一財)沖縄美ら島財団・(株)国建共同企業体

63,250千円

令和６年度琉球王国文化遺産集積・再興事
業

復元製作・発信委託業務
・（一財）沖縄美ら島財団

職員手当、報償費、旅費、需用費、役務費、負担金・補助

琉球物流株式会社

321千円

令和６年度琉球王国文化遺産集積・再興事
業

会議運営委託業務

沖縄JTB株式会社

6,377千円

科学分析に係る金工分野資料の輸送及び取
扱委託業務

委託料
69,948千円

報酬

2,167千円
会計年度任用職員１人の報酬



364件

達
成
状
況
説
明

・沖縄県立博物館・美術館との共催で、琉球王国交流史デジタルアーカイブの公開資料（博物館所蔵資料）を活用した
歴史講座及び企画展示を実施したところ、参加者は300人であった。また、琉球大学との合同授業および県立泊高校で
の出前授業では、合計17人を対象に実施した。令和６年度実施の琉球王国交流史関係講座への参加者総合計数は
317人で、目標を達成することができた。
・琉球王国交流史デジタルアーカイブのウェブサイトへの１年間のアクセス数（令和６年４月1日～令和７年３月31日）が
４．２万件に達し、目標を達成することができた。
・琉球王国交流史に関するウェブ教材ダウンロード数は、実績が364件で目標を達成することができた。

琉球王国交流史に関するウェブ教材ダウ
ンロード数

目　標 44件 91件 136件 182件

実　績 41件 425件

20,000件

実　績 8,945件 18,000件 42,000件

340人 348人 317人

進
捗
状
況
説
明

・沖縄県立博物館・美術館との共催で、琉球王国交流史デジタルアーカイブの公開資料（博物館所蔵資料）を活用した
歴史講座及び企画展示を１回実施した。また、琉球大学との合同授業１回、県立泊高校での出前授業１回、合計３回を
実施した。琉球王国交流史デジタルアーカイブでは、「歴代宝案校訂本」ほか交流史資料のデジタル資料772件を公開
した。琉球王国交流史に関するウェブ教材は１件作成した。

成果目標
（指標）

及び達成状
況

R6成果目標（指標）
基準値

（H24年度）
R4年度 R5年度

ウェブサイトへのアクセス数
目　標 5,280件 6,000件

R6年度
目標値

（R7年度）

琉球王国交流史関係の企画展、講座等参
加者数

目　標 200人 200人 200人 200人

実　績

6,456件

目　標 ３件 ３件 ３件

実　績 ３件

琉球王国交流史ウェブサイトのコラム・資
料等公開件数

目　標 200件 200件 100件

実　績 1,004件 370件

２件 １件

予算の状況の説明 ・執行率は91.9％であり、主に印刷製本費の執行残である。

活動目標
（指標）

及び進捗状
況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

琉球王国交流史関係の企画展、講座等の
実施件数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 １回 １回 １回

実　績 ８回 ２回 ３回

772件

琉球王国交流史に関するウェブ教材作成
数

執行率（％）(B/A) 87.6% 87.2% 91.9%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 24,976 23,064 20,368

27,704

Ｂ．執行済額 31,220 29,186 25,460

Ａ．計(b+d) 35,654 0 33,466 0

(d)前年度繰越額

27,704

(c)増減額(b-a) 0 0 ▲ 833 0 ▲ 1,770

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 35,654 34,299 29,474

(b)予算現額 35,654

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越）

33,466

事業内容

・県民等の琉球王国交流史への理解を深めるため、琉球王国外交文書（「歴代宝案」）等ほか交流史料の編集刊行および普
及活動を行う。
・琉球王国交流史資料のデジタル化、デジタルアーカイブの拡充、コンテンツの充実を図る。
・琉球王国交流史に関するウェブ教材を公開する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（令和７年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

教育委員会　文化財課
事業実施

（予定）年度
H24～R13 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R6-No.188

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

188 琉球王国外交文書等の編集刊行及びデジタル化事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｱ-⑤

歴史資料の保存・編集・活用

担当部課名
Ⅲ－３－(３)



今後の取り組み方針

①琉球史関連の講座を定期的に実施している機関と連携しながら、より多角的な視点による琉球王国交流史講座や企画展示の立案・実施
を目指す。
②公開資料や次年度刊行予定の「歴代宝案概説」の内容、関連コラム等を連動させ、交流史理解のためのより効果的なホームページ作りを
図る。
③琉球史および東アジア関係史等を専門とする大学教員や教育関係者と連携し、実践事例を参考にしながら、琉球史の授業の未経験者で
も取り組めるような教材開発に務める。

R6-No.188

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①琉球史全般への県民の関心は高いが、その多種多様な興味関心
に応えつつ、交流史資料に引きつけた講座や展示等の企画立案が課
題である。

②ウェブサイトの利用状況を分析すると、平日に比べ週末の利用者
数が少なく、日によってアクセス件数の幅が大きい傾向にある。このこ
とから、研究者や大学等での授業による利用が多く、一般の利用者は
比較的少ない傾向にあることが予想される。

③各学校・各校種の、社会科・地理歴史科・総合的な学習（探求）の
時間において、年間指導計画の中で無理なく取り組むことのできる教
材を提供することが課題である。

①講座や出前授業等のアンケート結果を分析し、配布資料等の
解説の改善点などを検討する必要がある。

②ホームページを訪れた利用者が、アーカイブ内のより多くの記
事へと関心を広げ、何度でも訪れたくなるようなコンテンツ作りを
進める必要がある。

③教育現場の教員のニーズをより具体的に把握し、より利用しや
すいデジタル教材作りに役立てる必要がある。



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託業者は見積もり合わせ（１件）及び随意契
約（３件）で選定した。業務の特殊性・専門性・実績
等を勘案し選定しとり、妥当であった。

○費用・使途については、業務報告書等を検査
し、事業目的に即して適正に執行されていたことを
確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

518

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

25,978 25,460 20,368 5,092 0 0

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

うち交付金
充当額

会計年度任用職員４名 4,261千円

会計年度任用職員に係る地方公務員共済組合負

担金、社会保険料、雇用保険料会計年度任用職員４名 2,287千円

会計年度任用職員４名 11,222千円

歴代宝案編集協力会議 411千円

史料調査報償費 175千円

原稿執筆料 188千円

歴史講座講師謝礼金 10千円

・歴代宝案編集協力会議構成員への謝礼金
・『歴代宝案の世界（仮）』）の原稿執筆料
・「琉球王国交流史デジタルアーカイブ」コラム

原稿執筆料
・国内・国外（台湾）史料調査にかかる報償費

歴代宝案編集委員に係る報酬 交付対象外経費 214千円

職員旅費 107千円

会計年度任用職員通勤手当および費用弁償、

特別旅費（台湾） 808千円

・会計任用職員通勤手当通勤手当

・県内出張旅費

・編集協力会議構成員費用弁償

・特別旅費（台湾）

歴代宝案編集委員に係る報酬 交付対象外経費 271千円

歴代宝案編集委員に係る報償費 交付対象外経費 33千円

消耗品費

698千円

印刷製本費

165千円
（株）F.K.T印刷 165千円

琉球王国交流史デジタルアーカイブパンフレット印

刷製本費

（株）沖縄エジソン 622千円

（株）OCC 477千円

画像使用料 254千円

パソコンリース代金、宝案概説図版掲載使用料

通信運搬費 301千円

手数料 34千円

・料金後納郵便、切手代

・外国送金手数料

（株）国建システム 2,001千円

久永情報マネジメント株式会社 879千円

A・P・ジェンキンズ 560千円

琉球王国交流史・近代沖縄史料デジタルアーカイ

ブ保守業務、琉球王国交流史特設頁追加委託、

『歴代宝案校訂本第10冊』本文テキスト化業務、

ベッテルハイム日誌partⅢ（補遺編）翻刻

職員手当等

4,261千円

共済費

2,287千円

報酬

11,222千円（交付

対象外経費214千

報償費

784千円

（交付対象外経費

33千円）

旅費

915千円

（交付対象外

経費271千円）

需用費

863千円

使用料及び賃借料

1,353千円

役務費

335千円

委託料

3,440千円

沖縄県

交付対象

事業費

25,460千円

（交付対象外

経費

518千円）



達
成
状
況
説
明

開設したウェブサイトに近代沖縄に関する教材２件を追加公開し、教材は合計６件となった。2024年4月1日～2025年3月31日
のアクセス件数及び教材のダウンロード件数は目標を達成した。

20,000件

実　績 8,945件 18,000件 42,000件 －

18回 190回 333回 －

進
捗
状
況
説
明

①沖縄の近代期について学ぶことの出来る教材２件を３月末に公開した。
②新聞記事画像211面について、インターネット公開した。また、画像約8,000面について、掲載されている記事の著作権者不
明著作物約２万件の文化庁長官裁定制度申請手続きを進めていたが、新たに調整事項が生じたため、年度中の公開に至ら
なかった。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R6成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R4年度 R5年度

②開設したウェブサイトへのアクセス件数
目　標 5,280件 5,880件

R6年度
目標値

（R7年度）

①ウェブ教材のダウンロード数
目　標 23回 84回 209回 388回

実　績

6,480件

②約6,000面について著作権処理等を行い、
新たにウェブ公開する。

目　標 約５，０００面 約５，０００面 約６，０００面

実　績 ０面 約４００面

予算の状況の説明
・執行率は97.1％であり、概ね計画的に執行できた。
・会計年度任用職員の報酬単価の増額に伴う報酬及び職員手当の増を補うため流用した。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

①ウェブ教材等の作成・公開を行う（２件）。

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 ２件 ２件 ２件

実　績 ２件 ２件 ２件

2１１面

執行率（％）(B/A) 83.2% 94.0% 97.1%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 14,249 14,153 16,545

21,288

Ｂ．執行済額 17,811 17,691 20,681

Ａ．計(b+d) 21,418 0 18,822 0

(d)前年度繰越額

21,288

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 1,770

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 21,418 18,822 19,518

(b)予算現額 21,418

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越）

18,822

事業内容
県民等による戦前の新聞の活用の利便性を高めるため、作成した画像データを追加公開しウェブサイトコンテンツのさらなる充実を図
る。また、利用普及のためウェブ教材等の開発・公開を行う。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（　R7　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

教育委員会　文化財課
事業実施

（予定）年度
H28～R9 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R6-No.189

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

189 近代沖縄史料デジタル化事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｱ-⑤

歴史資料の保存・編集・活用

担当部課名
Ⅲ-3-（3）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託業者は見積もり合わせ（2件）および随意契約
（1件）で選定した。業務の特殊性・専門性の高さおよ
び委託金額もふまえ、各々妥当であったと考えてい
る。
○費目・使途については、事業目的に即しており、額
についても支出などに関する書類により確認し、適正
であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

20,681 20,681 16,545 4,136 0 0

今後の取り組み方針

①著作権者の調査を行い、著作権者への連絡や著作者不明の著作物の使用について文化庁長官裁定制度への申請を行う。

②記事内容を確認し、不名誉な事件・事故等の個人情報をマスキングした画像データを作成する。

③沖縄近代史にかかるコラムや教材、画像を中心に公開資料を充実させる。

④データ量が多いため、令和７年度以降も人員の確保に努め作業を進める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R6-No.189

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①新聞画像のインターネット公開するにあたり、著名記事や美術作品は、
著作権の保護期間内かどうか調べる必要がある。

②ウェブ公開により不名誉な重大事件・事故などに記載された個人情報
が、不特定多数にさらされることとなり、関係者の不利益が想定される。

③ウェブサイトの活用（年間アクセス数）を維持する必要がある。

①新聞画像のインターネット公開に向け、著者の没年と連絡先を重点
的に調査する。

②不名誉な事件・事故等の個人情報について、事例集を基に基準を
設けて、マスキング作業の効率化を図る必要がある。

③新聞画像を中心にウェブコンテンツの充実を図る必要がある。

会計年度任用職員４名 11,529千円 会計年度任用職員に係る報酬

会計年度任用職員４名 2,405千円
会計年度任用職員に係る地方公務員共済組合負

担金、社会保険料、雇用保険料

県内旅費（職員1名）４千円
費用弁償（会計年度任用職員4人交通費）321千円 近代沖縄史料調査及び通勤費用相当額

報酬
11,529千円

共済費
2,405千円

旅費
325千円

（株）Nansei 638千円

琉球王国交流史・近代沖縄史料デジタルアーカ
イブ保守業務

使用料及び
賃借料
831千円

株式会社沖縄エジソン 830千円 パソコンリース（４台）

需用費
7千円 一括調達消耗品（文具等）

戦前沖縄の新聞資料デジタル化業務

会計年度任用職員４名 4,377千円 会計年度任用職員の期末勤勉手当職員手当等
4,377千円

委託料
1,174千円

（株）国建システム 536千円

報償費
18千円 執筆者1名 原稿料 18千円 「近代沖縄史料デジタルアーカイブ」ウェブサイ

トにかかる執筆原稿料

（株）Nansei 1千円 画像使用料

消耗品費 7千円

広告費 (公社) 著作権情報センター 8千円

手数料（収入印紙） 7千円 文化庁長官へ裁定制度申請手数料

権利者捜し広告掲載料
役務費
15千円

沖縄県

交付対象

事業費

20,681千円



達
成
状
況
説
明

・文化芸術活動数は193件となり、目標を上回った。
・文化芸術活動の享受者数は14,726人となり、目標を上回った。
・異分野連携活動数は127件となり、目標を上回った。
・本事業に対する応募件数は66件となり、目標80件を下回ったものの、前年度を上回る応募があった。
・文化芸術人材バンクの登録件数は20件となり目標を上回った。
・担い手育成プログラムの参加者数は22人と目標に達しなかった。理由としては、より実践的なプログラムを行うため、受講者
への手厚いサポートができるよう参加人員を制限したためである。

実　績 82人 22人
担い手育成プログラムの参加者数

目　標 25人 25人

実　績 46件 20件
文化芸術人材バンクの登録件数

目　標 40件 66件

実　績 52件 45件 66件
本事業に対する応募件数

目　標 80件 80件 80件

実　績 67件 122件 127件
異分野連携活動数

目　標 13件 13件 13件

実　績 26,297人 23,445人 14,726人

204件 213件 193件

進
捗
状
況
説
明

・補助事業の採択数は23件となり、目標の22件を上回った。
・文化芸術活動に関する相談件数は230件となり、目標の100件を大きく上回った。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R6成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R4年度 R5年度

文化芸術活動の享受者数
目　標 2,300人 2,300人

R6年度
目標値

（○○年度）

文化芸術活動数
目　標 20件 20件 20件

実　績

2,300人

文化芸術活動に関する相談件数
目　標 100件 100件 100件

実　績 148件 156件

予算の状況の説明 ・予算の執行率は96.2％であり、主に補助金の不用（2,745千円）によるものである。

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

補助事業採択数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 27件 22件 22件 22件

実　績 63件 22件 21件 23件

230件

執行率（％）(B/A) 91.2% 91.5% 96.2%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 59,599 59,099 65,417

85,000

Ｂ．執行済額 74,499 73,874 81,771

Ａ．計(b+d) 81,683 0 80,709 0

(d)前年度繰越額

85,000

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 81,683 80,709 85,000

(b)予算現額 81,683

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越）

80,709

事業内容

１　県内の文化関係団体等に対する取組支援
　本県の多様で豊かな地域の伝統芸能や文化芸術等の文化資源を活用した文化芸術活動の持続的発展を図るため、文化専門人材
の目利きのもと、県内文化関係団体等による取組（①文化芸術団体等の組織力向上・基盤強化に資する取り組み、②文化芸術を次
代に引き継ぐ新たな創造発信を伴う取り組み、③文化芸術を通じて地域の諸課題解決や活性化の促進等に寄与する取り組み）を公
募、審査、採択し、支援を行う。
２　文化芸術資源を活用する新たな取組の創出に向けた広報・相談
３　文化芸術人材バンクの運用・文化芸術活動の担い手プログラムの実施

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

文化観光スポーツ部　文化振興課
事業実施

（予定）年度
H24～R8 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R6-No.159

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

159 沖縄文化芸術の創造発信支援事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｲ-③

文化資源を活用した地域づくり

担当部課名
Ⅲ－３－（３）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○公益財団法人沖縄県文化振興会は、他の文化関
係機関との連携も視野に入れて県の文化行政施策を
実行できる唯一の団体であり、選定は妥当であったと
考える。

○受益者負担については交付要綱で補助率1年目
9/10、2年目8/10、3年目7/10と定めており、妥当と判
断している。

○費目・使途については事業を円滑に遂行するため
に必要な経費であったかを支出等に関する書類によ
り確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

81,771 81,771 65,417 16,354 0 0

今後の取り組み方針

①文化芸術に携わる人材の育成を目的とする担い手育成プログラムにおいて、最近のニーズに対応できるようなプログラム設計や講師選定を検討す
る。

①　事務手続について適切な説明とサポートを行うとともに、必要に応じて手続きの見直しを図る。

②　「沖縄県文化芸術名鑑」の認知度向上を図るため、広報を強化する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

R6-No.159

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①　県内文化関係団体等による取組は、教育、福祉、国際交流、観光等
他分野と連携して地域の諸課題解決や活性化の促進等を試みる事業が
増加傾向である。

②　個人事業主やスタートアップ（団体設立後５年以内又は当事業の採
択実績がない団体等）においては、応募の事務手続がハードルとなって
いる可能性がある。

③　沖縄県を中心に活動するアーティストやクリエーター、文化団体、文
化施設等の情報を掲載する「沖縄県文化芸術名鑑」のWEBサイトへのア
クセス数が伸び悩んでいる。

①　最近のニーズに対応した取組を検討する必要がある。

②　必要な事務手続に関する適切な説明とサポートが必要である。

③　「沖縄県文化芸術名鑑」の認知度向上を図るため、広報を強化す
る必要がある。

委託料
38,585千円

Maeda Lacquer Project
他22件

43,186千円

沖縄県

交付対象事業費
81,771千円

公益財団法人
沖縄県文化振興会

38,585千円

補助金
43,186千円

県内文化芸術活動の持続的
発展に資する取組に対する
支援

補助事業者の公募、審査委
員会運営、事業者支援等に
かかる業務委託



予算の状況の説明 　令和６年度予算は、執行率が97.4％であり、概ね計画どおりに執行できた。

予算額・
執行額

【単位:千円】

執行率（％）(B/A) 90.8% 96.3% 97.4%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

うち交付金充当額 88,627 88,875 92,876

119,185

Ｂ．執行済額 110,785 111,094 116,094

Ａ．計(b+d) 122,050 0 115,402 0

(d)前年度繰越額

119,185

(c)増減額(b-a) 27 0 0 0 4,185

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 122,023 115,402 115,000

(b)予算現額 122,050

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越）

115,402

事業内容

①沖縄空手流派指導体制構築事業
　指導体系書等に基づいた講習会開催、県内での空手セミナー等への空手指導者の派遣、海外・県外渡航費助成。

②沖縄空手イベント開催事業
　空手関係団体と連携し、空手の日に奉納演武、記念演武祭を実施する。演武祭で行われた演武を映像化し、国内外へ「空手発祥の
地・沖縄」を発信する。

➂沖縄空手県内普及促進事業
　空手指導者等を県内各地に派遣する。

④沖縄空手案内センター事業
　 沖縄空手に関する各種問合せに対応する窓口を開設。

⑤沖縄空手普及・啓発事業
　県内空手家を国内外のイベントへ派遣し、現地で空手演武を行う。
　SNS等を活用し国内外へ「空手発祥の地・沖縄」を発信する。

⑥沖縄空手会館ミュージアム事業
　収蔵資料整理件数14万件、沖縄空手の新資料の収集件数200件、展示用パネル製作6枚、沖縄空手会館資料室ロビー展の開催年
1回（通年）、企画展の開催年１回（R6.11月～R7.3月）、巡回展開催１回。

⑦聖地・沖縄空手ガイド養成事業
　空手ガイド養成のテキストを製作し、沖縄空手の歴史や特徴、ゆかり地などの養成講座を開設し、認定制度を設けて、空手ガイド認
定証を交付し、空手ツーリズムを確立する。

⑧沖縄空手次世代道場継承事業
　空手道場の開設及び効果的に運営するための継承プログラムを策定する。
　県内道場のモデルケースや国内空手団体のカリキュラム等に関する調査を行い参考としながら、沖縄空手に適したプログラムを策
定する。

⑨沖縄空手産業連携構築支援事業（産業連携自主事業構築支援）
　ブランドイメージの醸成や認知度向上のためのライセンスを活用した商品展開。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（令和７年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

文化観光スポーツ部　空手振興課
事業実施

（予定）年度
H29～R13 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

R6-No.163

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

163 沖縄県空手振興事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｳ-②

沖縄空手会館を拠点とした「空
手発祥の地・沖縄」の強力な発
信

担当部課名
Ⅲ―３―（３）



進
捗
状
況
説
明

①講習会開催については、実績が12回で目標を達成した。また、指導者派遣は目標10人程度に対し、実績４人にとどまり、渡
航費助成は目標10人程度に対し、実績２人となり、目標を達成できなかった。
②「空手の日」において奉納演武及び記念演武祭を実施し、「空手の日」及び「空手発祥の地・沖縄」を広く国内外に発信した。
また、演武祭で行われた演武を映像化し、世界に広く発信した。
③県内保育所・小中高校等40校、ニーズを有する３団体に空手指導者を派遣し、出前講座や実技指導等を行った。
④沖縄空手案内センターにコーディネーターを３名を配置し、国内外への沖縄空手に関する情報発信、国内外からの問合せ
に対応した。
⑤県内空手家４名を県外イベントへ４回派遣した。SNSを活用した広報１件を実施。また、意識調査を１回行った。
⑥収集資料の整理を14万件、新たな空手に関する古新聞記事等の収集を208件、パネル製作を６枚製作した。
⑦空手ガイドの養成講座については、ガイド養成テキストの製作及び68時間のカリキュラムや講座を開設し、空手ガイド25人
を養成できた。
⑧空手道場の開設及び効果的に運営するための継承プログラムを策定し、目標を達成した。
⑨沖縄空手オリジナルキャラクター「琉空太郎」の新たなデザイン制作及び文字（名前）商標登録等を行った。

策定した

⑨ブランドイメージの醸成や認知度向上のた
めのライセンスを活用した商品展開

目　標
「沖縄空手」ロゴ
マーク商標登録１
件

１件 １件

実　績
「沖縄空手」ロゴ
マーク商標登録１
件

⑧継承プログラムの策定
目　標 策定 策定

実　績 策定した

１件 １件

a　テキストを製作した

b　81時間
c　33人

a　テキストを製作した

b　64時間
c　31人

a　テキストを製作した

b　68時間
c　35人

a　テキストを製作した

b　68時間
c　25人

実　績
新聞資料の収集・
整理300 件、パネ
ル製作10件

a　14万件
b　200件
c　6枚

a　14万件
b　216件
c　6枚

a　14万件
b　208件
c　6枚

⑤－a　県外イベント参加４回
⑤－b　SNS等を活用した広報１件
⑤－c　意識調査１回

目　標
イベントへの参加
(4回）

a　４名３回参加
c　１回

a　４名３回参加
c　１回

a　４名４回参加
b　１件
c　１回

実　績

⑦－a　空手ガイド養成テキストの製作。
⑦－b
　心得、空手の歴史、特徴、体験、フィールド
等70時間程度のカリキュラムや講座の開設。
⑦－c　空手ガイド24人以上養成。

目　標
a　テキストの製作
b　80時間
c　24人

a　テキストの製作
b　80時間
c　24人

a　テキストの製作
b　60時間
c　24人

イベントへの参加
(2回）

a　４名３回参加
c　１回

a　４名３回参加
c　１回

a　４名４回参加
b　１件
c　１回

⑥－a
　膨大な収蔵資料の整理を年間14万件行う。
⑥－b
　新たな空手に関する古新聞記事など200件
を収集する。
⑥－c
　パネル製作を6枚行う。

目　標
新聞資料の収集・
整理300件、パネ
ル製作６件

a　14.4万件
b　300件
c　8枚

a　14万件
b　200件
c　6枚

a　14万件
b　200件
c　6枚

a　テキストの製作
b　70時間
c　24人

実　績

④案内員３名を置く
目　標 ３名 ３名 ３名 ３名

実　績 ３名 ３名 ３名 ３名

目　標
a　３校
b　１団体

a　８校
b　２団体

a　25校
b　２団体

実　績
a　７校
b　３団体

②－a　奉納演武：１回
②－b　記念演武祭：１回
②－c　映像コンテンツ １つ作成

目　標
奉納演武、記念演
武祭を実施

a　１回
b　１回
c　１つ作成

a　１回
b　１回
c　１つ作成

a　１回
b　１回
c　１件

実　績
奉納演武、記念演
武祭を実施

a　１回
b　１回
c　１つ作成

a　１回
b　１回
c　１つ作成

a　25校
b　２団体

a　40校
b　３団体

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

①－a　講習会開催：６回程度
①－b　指導者派遣：10人程度
①－c　渡航費助成：10人程度

目　標 ①－a　６回
a　６回
ｂ　10人程度
ｃ　10人程度

実　績
①－a
各流派６回～８回

a　12回
ｂ　４人
ｃ　２人

a　１回
b　１回
c　１件

③－a　小中高校保育所等 ２５校
③－b　ニーズを有する団体 ２団体



達
成
状
況
説
明

①、④県外・海外からの空手関係来訪者数については、第２回沖縄空手少年少女世界大会や各空手団体等が行うセミナー等
が開催されたが、実績が8,496人であり目標を達成できていない。前年度と比較しても来訪者数は低下しており、継続的に来
訪者数増加に向けた取組が必要である。
②「空手の日」記念演武祭の参加者については、実績が2,221人であり、目標を達成した。
③県内の保育所・小中学校等及び団体に対して空手指導者を派遣し、出前講座等へは計1,935人の参加となり目標を達成し
た。
⑤県外における「空手発祥の地沖縄」の認知率については、実績が29.2％であり目標を達成できていない。前年度と比較して
も認知率は低下しており、継続的に認知度向上の取組が必要である。
⑥展示施設観覧者数については、実績が7,119人であり、目標を達成できていない。前年度と比較しても観覧者数は低下して
おり、継続的に観覧者増加に向けたの取組が必要である。
⑦空手ガイド受講者（40人）については、実績が30人で目標は達成できなかった。沖縄空手ガイドの検定合格者（24人/80％）
については、25人が検定試験を受験し、実績が（25人/100％）が合格し目標を達成した。
⑧県内道場数については実績が358道場であり、目標は達成できていない。R6年度までに策定した継承プログラム等を活用
し、道場支援に取り組む必要がある。
⑨産業連携によるライセンスを活用した商品開発については、沖縄空手オリジナルキャラクター「琉空太郎」の新たなデザイン
を制作するとともに、新たなデザインを活用した商品を開発し、目標を達成した。

１件

実　績
１件

（R4年度）
１件 ２件 １件

⑨産業連携によるライセンスを活用した商品
目　標

１件
（R4年度）

１件 ２件 １件

373道場

実　績
364道場

（R3年度）
371道場 362道場 358道場

⑧県内道場数 373道場
目　標

371道場
（R3年度）

373道場 367道場 373道場

実践研修の
検討

実　績
a　39人
b　31人（79％）

a　40人
b　35人（87％）

a　30人
b　25人
（100％）

⑦－a　空手ガイド40人の受講者の確保。
⑦－b　沖縄空手ガイドの検定受験者30名
中、合格者24人（80％）以上をめざす。

目　標
a　40人
b　24人（60％）

a　40人
b　24人（61％）

a　40人
b　24人（80％）

13,500人

実　績
3,280人

（R3年度）
5,387人 7,551人 7,119人

⑥沖縄空手会館の展示施設観覧者数
10,900人

目　標
23,800人
（R3年度）

26,200人 8,400人 10,900人

40％

実　績
30.8%

（R4年度）
30.8% 30.7％ 29.2%

⑤県外における「空手発祥の地・沖縄」の認
知率　37％

目　標
49%

（R4年度）
49% 34％ 37％

1,300人

実　績 759人 1,263人 1,935人
➂出前講座等の参加者数 900人

目　標 200人 800人 900人

2,300人

実　績 1,951人 1,926人 2,221人
②空手の日記念演武祭参加者 2,100人

目　標 6,000人 2,100人 2,000人

9,700人

実　績
8,871人

（R元年度）
1,971人 9,228人 8,496人

21人
（R3年度）

23.1人 21.3人 23.3人

成果目標
（指標）

及び達成状況

R6成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R4年度 R5年度

①、④県外・海外からの空手関係来訪者数
8,900人

目　標
7,900人

（R元年度）
10,500人 4,700人

R6年度
目標値

（R7年度）

①県内道場の門下生数（平均）  25人
目　標

33人
（R3年度）

34人 　23人 25人 27人

実　績

8,900人



今後の取り組み方針

・「空手の日」記念演武祭を実施するにあたり、引き続き多くの空手家へ参加を募りつつ、SNS等を活用し一般の方へも強力に発信することでイベント
への参加を促す。
・「空手発祥の地・沖縄」の認知率向上については、引き続き、県内外での体験型イベントの実施に取り組むとともに、令和７年度は全国から集客を見
込める大規模会場でのイベント開催を行い、拡散能力の高いSNS広告等を活用することで全国に向けて効果的に発信する。
・沖縄空手ガイドの育成強化のための、ニーズ毎に応じた実践研修の実施に向けたカリキュラムを検討する。
・沖縄空手会館展示施設の展示内容のリニューアルに向けた取組を行い、県内各道場指導者へも広報活動への協力を依頼する。

R6-No.163

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・「空手の日」記念演武祭を実施するにあたり、イベントへの参加者（空手
家）は増加している。
・県外における「空手発祥の地沖縄」の認知率については、イベント出展
による普及活動は出展地での増加には繋がっているため、今後全国的な
認知率向上に繋げていくためSNSを活用した広報活動を行っていきたい。
・海外空手愛好家が来県する機会増えてきていることから、国際的な大
会をはじめ、空手ツーリズムや個別の空手セミナーなどのニーズ別に特
化した専門知識のガイドを育成する必要がある。
・「空手発祥の地沖縄」を学ぶ拠点としての沖縄空手会館展示施設の観
覧者数は、新型コロナ感染症の影響による減小から回復傾向にあるもの
の、目標に届いていない。

・「空手の日」記念演武祭を実施するにあたり、「空手の日」及び「空手
発祥の地・沖縄」を一般の方へも発信する必要がある。

・県外における「空手発祥の地沖縄」の認知率については、出展地で
の増加にはつながっているため、令和７年度は全国から集客を見込め
る大規模会場でのイベント開催を行い、認知率の向上に繋げる。

・空手ガイドの検定合格者の総数が124人を対象とした、空手専門ガイ
ド実践研修を実施し育成強化を図る。

・県内各道場や、県民・観光客など幅広い広報活動を行うとともに、展
示内容の充実を図る。



432

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

116,526 116,094 92,876 23,218 0 0

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

沖縄県

交付対象

事業費

116,094千円

事務費

9,951千円

会計年度任用職員（３名）に係る報酬 6,236千円

会計年度任用職員（３名）に係る職員手当 2,036千円

普通旅費及び会計任用職員（３名）に係る費用弁償 1,446千円

その他 233千円（報償費、使用料）

委託料

104,044千円

（一社）沖縄伝統空手道振興会 9,556千円

令和６年度沖縄空手流派指導体制構築事業委託業務

（一社）沖縄伝統空手道振興会 15,000千円

令和６年度沖縄空手イベント開催事業委託業務

（一社）沖縄伝統空手道振興会 10,049千円

令和６年度沖縄空手県内普及促進事業委託業務

（一社）沖縄伝統空手道振興会 10,358千円

令和６年度沖縄空手案内センター事業委託業務

沖縄空手普及啓発事業共同企業体 21,610千円

【光文堂コミュニケーションズ（株）、沖縄JTB（株）、㈱アドップ】

令和６年度沖縄空手普及・啓発事業委託業務

（一社）沖縄伝統空手道振興会 10,885千円

令和６年度沖縄空手会館ミュージアム事業委託業務

株式会社チャイナゲートウェイ 11,676千円

令和６年度聖地・沖縄空手ガイド養成事業委託業務

（一社）沖縄伝統空手道振興会 6,910千円

令和６年度沖縄空手次世代道場継承事業委託業務

補助

2,099千円

（一社）沖縄伝統空手道振興会 1,727千円

令和５年度沖縄空手産業連携構築支援事業補助金

沖縄空手普及・啓発事業大阪・関西万博公演共同

企業体 8,000千円

【沖縄JTB（株）、（株）USPジャパン】

令和６年度沖縄空手普及・啓発事業（大阪・関西万博の公

演に向けた事前準備）委託業務

空手指導者２名 372千円

令和６年度沖縄空手流派指導体制構築事業補助金

受益者負担分
（交付対象外経費）432千円



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○沖縄伝統空手振興会は、県内空手界の統一組織
であることから、効果的かつ効率的に業務を執行し事
業の目的を達成することが可能な委託先として適切で
あった。
〇振興会以外への委託事業については、公募型プロ
ポーザル方式を選択し、事業執行に適している企業
体制、実績、技術等を勘案した上で委託先を選定して
おり、妥当であったと認識している。
〇費目、使途については、目的達成のために必要な
ものであるのかを事業検査時の支出に関する書類に
より確認し、適切であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○



R6-No.164

H29～R13 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ―１―（３）

事業内容  第２回沖縄空手少年少女世界大会の開催

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

164 沖縄空手世界大会開催事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｳ-③

沖縄空手世界大会の定期開催
等を通じた国際交流

担当部課名 文化観光スポーツ部　空手振興課
事業実施

（予定）年度

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　■負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越） R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 53,614 38,640 100,423

(b)予算現額 53,614 38,640 96,238

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 ▲ 4,185

Ａ．計(b+d) 53,614 0 38,640 0 96,238

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 42,845 30,129 75,282

Ｂ．執行済額 53,557 37,661 94,102

執行率（％）(B/A) 99.9% 97.5% 97.8%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

活動目標
（指標）

及び進捗状況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

各種規程等の整備
目　標

世界大会開催準
備

世界大会開催
各種規程等の整

備
世界大会開催

実　績
世界大会開催準

備
世界大会開催

各種規程等の整
備

世界大会開催

達成

進
捗
状
況
説
明

・令和５年度に整備した各種規程等を基に、世界大会を開催し目標を達成した。
・大会参加数の増加についても第２回少年少女大会では1,438人が参加し、第１回少年少女大会の参加者数（1,196人）を上回
ることができ目標を達成した。

大会参加者数　約1,500人
目　標 約1,600人 約1500人

目標値
（R7年度）

予算の状況の説明 　令和６年度予算は、執行率が97.8％であり、概ね計画どおりに執行できた。

基準値
（○○年度）

R4年度 R5年度 R6年度

大会参加者数の増
目　標 1,300人 参加者数の増

実　績 724人 1,148人

県内予選参加者数
目　標 1,300人 1,300人

実　績

実　績 724人 1,438人

1,148人

達
成
状
況
説
明

世界大会の申込者数は、1,533人であったが、体調不良等の理由によりキャンセルが出たため、参加者数は1,438人となった。
目標1,500人には届いていないが、第１回少年少女世界大会の参加者数1,196人を上回ることができた。

成果目標
（指標）

及び達成状況

R6成果目標（指標）



R6-No.164

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①　参加者数の増加に伴う受け入れ態勢の強化を図る必要がある。
②　競技運営における審判員の審判技量の向上を図る必要がある。
③　国内外に対し、大会開催に向けた周知啓発及び機運醸成を図る必要
がある。

①　大会参加者の連絡責任者の把握と連絡体制の構築及を図る。
②　競技運営における審判員の審判技量の向上を図るための、審判
講習会を実施する。
③　イベント及びキャラバン等で大会の周知広報に取り組み、大会の
開催に向けた気運醸成を図る。

今後の取り組み方針

①　大会参加者の連絡責任者の把握と連絡体制の構築、海外からの参加者の受入責任者に対する必要な管理・支援の周知を行う。
②　競技運営においては、審判員技量の向上を図るため、各部門における審判講習会を複数回実施する。
③　大会の周知広報として、１年前イベントや海外キャラバンを実施するとともに、ホームページ及びSNSを活用し、早期の申込が可能な取り組みを行
う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

113,003 94,102 75,282 18,820 0 0 18,901

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○支出先については、大会実行員会を立ち上げ、当
該実行委員会へ負担金として支出したことは妥当で
ある
○予算規模については、交付対象外経費が当初見込
より多くなったため、負担金の残が生じたものの、概ね
適正規模であった。
○費目、使途については、目的達成のために必要な
ものであるのかを実行委員会監事２名による監査で
確認し、適切であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象

事業費

94,102千円

負担金

94,102千円
沖縄空手世界大会実行委員会

94,102千円

第２回沖縄空手少年少女世界大会開催に係

る経費

受益者負担分

（交付対象外経費）18,901



R6-No.107

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

107 島工藝おきなわ販路拡大推進事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｴ-②

伝統工芸を活用した感性に
働きかける魅力的なものづく
りの振興

担当部課名
Ⅲ－１－（７）

事業内容 工芸産業の活性化を図るため、沖縄独自の魅力を活かした工芸品等の認知度向上及び販売強化を促進する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

商工労働部　ものづくり振興課
事業実施
（予定）年

度
R4～R8 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

31,333

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 31,250 0 29,423 0 31,333

(b)予算現額 31,250

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越）

0 29,423

0 0 0 0 0

Ａ．計(b+d) 31,250 0 29,423 0

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 22,348 0 19,367 0 21,077

31,333

Ｂ．執行済額 27,936 0 24,209 0 26,346

執行率（％）(B/A) 89.4% 82.3% 84.1%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0 0 0

予算の状況の説明
・予算額は工芸品等のPR・販売拡大業務の委託料、補助金、事務費等を計上したものである。
・執行率は84.1％であり、主に補助金の確定減が発生したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び進捗状
況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

販売促進事業支援件数

予算額・
執行額

【単位:千円】

0

目　標 - 10件以上 10件以上 10件以上

実　績 - 11件 11件 14件

７件

進
捗
状
況
説
明

販売促進支援件数について、事業者等へ活用を呼びかけ、目標を達成した。
PR広報件数について、ターゲットや時期等を検討の上、計画的・効率的に実施し、目標を達成した。

成果目標
（指標）

及び達成状
況

R6成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R4年度 R5年度 R6年度

PR広報件数
目　標 - - - ２件以上

実　績 - - -

目標値
（令和7年

度）

支援対象事業者の年間売上合計額
目　標 － 200百万円 160百万円 160百万円 180百万円

実　績 － 288百万円以上 668百万円以上 243百万円以上

達
成
状
況
説
明

14者に対して販売促進事業支援を行い、年間売上合計額実績は目標値を上回った。



R6-No.107

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

　補助事業のより効率的な実施のため、ハンズオン支援を実施す
る。これにより、事業者の事前相談や、デザイナーやバイヤー等と
のマッチング等、事業活用に向けた体制を整え、より多くの事業者
に活用を促す。また、事業採択後は、各計画のより効率的かつ適
切な実施に向た専門家からの助言等の支援を行う。

　ハンズオン支援体制を整えたことにより、応募件数及び採択件数
が増加した。他方で、一部の事業者において、デザイナーの求め
る水準の商品開発に時間を要し、商品開発件数が減となった者
や、人員不足により、予定していた広報等が実施できなかった者が
生じ、結果として大きな確定減となった。補助事業者が円滑に事業
計画を執行できるよう、ハンズオン支援の実施方法を再検討する
必要がある。
　また、好調な域内観光客数の増加傾向等を踏まえ、工芸品の観
光消費の促進に繋げるよう、観光業界等との更なる連携を検討す
る必要がある。

31,659 26,346 21,077 5,269 0 0

今後の取り組み方針

　補助事業のより効率的な実施に向けたハンズオン支援について、工芸品の販売促進に向けた効果的かつ適切な事業実施方法のアドバイ
ス等だけではなく、補助事業者の全体スケジュールや事業遂行状況も適宜確認し、効果的な事業執行ができるように支援する。
　加えて、観光産業界との連携に向けて、観光産業界における工芸品のニーズ、工芸産業界の対応可能性、マッチング可能性等をヒアリン
グし、課題を整理の上、連携強化に取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

うち交付金
充当額

5,313

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○補助事業者は、公募を実施した上で、審査委員会で事業の
内容を審査し選定したため、妥当であったと考える。
○委託事業者は、企画提案プロポーザルなど事業の内容に
よって選定したため、妥当であったと考える。企画提案プロ
ポーザルを実施しなかった随意契約の委託事業者について
も、少額かつ特定の広告媒体へのタイアップ記事の作成等の
業務の委託であり、妥当であったと考える。
○費目・使途については、事業報告書等を検査し、適正である
事を確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

沖縄県

交付対象
事業費

26,346千円

光文堂コミュニケーションズ（株） 3,424千

円

販売促進プロモーション業務

（株）ディスカバー・ジャパン 980千

円

記事作成・掲載業務

委託料

14,300千円

報酬、旅費

事務費

1,590千円

（株）CSDコンサルタンツ 8,910千円

工芸品販売促進支援業務

（株）ハースト婦人画報社 986千円

記事作成・掲載業務

補助金

10,456千円

monobox(株) 900千円

受益者負担分（交付対象外）450千円

芭蕉布こもれび工房 706千円

受益者負担分（交付対象外）353千円

(合)APGJapan 424千円

受益者負担分（交付対象外）212千円

(有)長﨑紅屋 1,488千円

受益者負担分（交付対象外）744千円

mofgmona 1,077千円

受益者負担分（交付対象外）539千円

知花花織事業協同組合 401千円

受益者負担分（交付対象外）201千円

(株)角萬漆器 653千円

受益者負担分（交付対象外）326千円

81okinawa 388千円

受益者負担分（交付対象外）194千円

レキオ(株)1,307千円

受益者負担分（交付対象外）654千円

KYOTO Leather(株)1,000千円

受益者負担分（交付対象外）500千円

販売促進強化・販路拡大支

商品プロデュース支援

（株）沖縄県物産公社 637千円

受益者負担分（交付対象外）318千円

観光消費促進支援

琉球COLLECTION叶 233千円

受益者負担分（交付対象外）116千円

(株)クーバ 242千円

受益者負担分（交付対象外）121千円

沖縄県ウッドクラフト事業協同組合 1,000千

円受益者負担分（交付対象外）585千円



R6-No.108

令和６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

108 セルフプロデュース力強化工芸研修事業 新沖縄21世紀ビジョン
基本計画該当箇所

（第４章）

1-⑷-ｴ-②

伝統工芸を活用した感性に
働きかける魅力的なものづく
りの振興

担当部課名
Ⅲ－3-（2）

事業内容
工芸事業者に対し、「自己プロデュース力」を強化する人材育成を実施する。PDCAサイクルの考え方のもと、２年を１単位とし
た人材育成を実施する。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　□後年度（　　　　年度）

実施方法  　 □直接実施　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

商工労働部　ものづくり振興課
事業実施
（予定）年

度
R4～R8 年度 沖縄振興基本方針

該当箇所

14,132

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

R6年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 12,500 15,069 14,132

(b)予算現額 12,500

　R4年度 R4年度（繰越） R5年度 R5年度（繰越）

15,069

Ａ．計(b+d) 12,500 0 15,069 0

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 9,553 11,818 11,270

14,132

Ｂ．執行済額 11,941 14,772 14,088

執行率（％）(B/A) 95.5% 98.0% 99.7%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 0

予算の状況の説明
・予算額は人材育成に係る委託料、事務費等を計上したものである。
・執行率は99%であり、概ね計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び進捗状
況

R6活動目標（指標）
進捗状況

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基礎研修12名の修了者数

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標 12名 12名 12名

実　績 12名 12名 12名

11名

進
捗
状
況
説
明

基礎研修１２名、強化研修１１名、合計２３名が所定のカリキュラムを修了した。

成果目標
（指標）

及び達成状
況

R6成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
R4年度 R5年度 R6年度

強化研修12名の修了者数
目　標 12名 12名

実　績 9名

目標値
（○○年度）

受講者7割以上の者が、受講前と比較し
て１０％の生産額増

目　標 - 7割 7割 7割

実　績 - 9.2割 7.1割 9.1割

達
成
状
況
説
明

生産額が１０％以上増加した割合は、目標値７割に対し9.1割となった。



R6-No.108

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・基礎研修は所定の定員１２名で研修を実施した。
・強化研修については定員１２名に対し、１１名の受け入れとなっ
た。令和５年度と比較して２名増となったが、定員まで達していない
状況である。

・応募者確保のため基礎、強化研修の研修の実施方法の効率化
を図ること、及び受講生の目的に沿った選択科目を設けて時間圧
縮を図る必要がある。

・強化研修は公募時期等を工夫し、応募者数の増加を図る必要が
ある

今後の取り組み方針

・事業は適切に執行され、当初目標を達成している。工芸の杜における工芸事業者支援を見据え、カリキュラムの改善、改良を図る。.強化
研修の応募者数の増加を図るため、基礎研修の告知期間をより長く設定し、募集説明会の開催も増やすことで、周知力の向上を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象
外経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

14,088 14,088 11,270 2,818 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託事業者は、企画提案プロポーザルによって
選定したため、妥当であったと考える。

○費目・使途については、事業報告書等を検査し、
適正である事を確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

14,088千円

委託料
14,088千円

株式会社沖縄ＴＬＯ

［セルフプロデュース力強化工芸研修事
業］
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